
文書管理規程 

 

平成２７年４月１日施行 

平成２８年４月６日変更 

２０２１年７月１日変更 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 本規程は、電力広域的運営推進機関（以下「本機関」という。）の保有する法人文

書（第２条１号に定める。以下同じ。）について、本機関の業務規程（以下「業務規程」

という。）第８条３項の規定に基づき、公文書等の管理に関する法律（平成２１年法律第

６６号。以下「法」という。）第１１条第１項から第３項の規定に準じた適正な管理及び

公表を行い、これによって本機関の業務を適正かつ効率的に運営するとともに、国民への

説明の責務を全うすることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 本規程において用語の定義は、次に定めるところによる。 

一 「法人文書」とは、本機関の役員又は職員（以下「役職員」という。）が職務上作成

し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によって認識することができない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）であって、

役職員が組織的に用いるものとして、本機関が保有しているものをいう。但し、官報、

白書、新聞、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として発行されるものを

除く。 

二 「法人文書ファイル」とは、本機関における能率的な事務又は業務の処理及び法人文

書の適切な保存に資するよう、相互に密接な関連を有する法人文書（保存期間を同じく

することが適当であるものに限る。）を一の集合物にまとめたものをいう。 

三 「法人文書ファイル等」とは、法人文書ファイル及び単独で管理している法人文書を

いう。 

四 「法人文書ファイル管理簿」とは、本機関における法人文書ファイルの管理を適切に

行うために、法人文書ファイル等の分類、名称、保存期間、保存期間の満了する日、保

存期間が満了した時の措置及び保存場所その他の必要な事項を記載した帳簿をいう。 

五 「部」とは、本機関に設置される各部をいい、「部長」とは、部の長をいう。 

六 「室」とは、本機関に設置される各室をいい、「室長」とは、室の長をいう。但し、

部の中の室は、当該「室」に含まない。 

 

第２章 管理体制 



（総括文書管理者） 

第３条 本機関に総括文書管理者 1名を置く。 

２ 総括文書管理者は、総務部長をもって充てる。 

３ 総括文書管理者は、次に掲げる事務を行う。 

一 法人文書保存期間基準（以下「保存期間基準」）の見直し 

二 法人文書ファイル管理簿及び廃棄簿の調製 

三 法人文書の管理に関する関係省庁との調整及び必要な改善措置の実施 

四 法人文書の管理に関する事務の指導及び監督並びに研修の実施 

五 組織の新設・改正・廃止に伴う必要な措置 

六 本規程の施行に関する必要事項の整備 

七 その他本機関の法人文書の管理に関する事務の総括 

 

（副総括文書管理者） 

第４条 本機関に副総括文書管理者１名を置く。 

２ 副総括文書管理者は、総務部総務担当マネージャーをもって充てる。 

３ 副総括文書管理責任者は、前条第３項に掲げる事務について総括文書管理者を補佐す

る。 

 

（文書管理者） 

第５条 本機関の各部・各室に文書管理者を置く。 

２ 文書管理者は、各部・各室の長をもって充てる。 

３ 文書管理者は、文書管理の実施責任者として、管理する法律文書について、次に定める

事務を行う。 

一 保存 

二 法人文書ファイル管理簿への記載 

三 廃棄（廃棄簿への記載を含む。） 

四 管理状況の点検等 

五 各部又は室における法人文書分類基準表（以下、「分類基準表」という。）の作成等に

よる法人文書の整理及び保存その他管理に関する職員の指導 

４ 文書管理者は、前項の事務について自身を補佐させるため、当該部又は室に属する役職

員のうちから、文書管理担当者を指名することができる。 

 

（監査責任者） 

第６条 本機関に監査責任者１名を置く。 

２ 監査責任者は、監査室長をもって充てる。 

３ 監査責任者は、本機関の法人文書の管理の状況について監査を行う。 



４ 監査責任者は、前項の事務について自身を補佐させるため、本機関の職員を監査担当者

に充てることができる。 

５ 監査担当者は、第３項に定める事務について、監査責任者を補佐する。 

 

（役職員の責務） 

第７条 役職員は、法の趣旨に則り、関連する法令及び規程等並びに総括文書管理者、副総

括文書管理者及び文書管理者の指示に従い、法人文書を適正に管理しなければならない。 

 

第３章 作成 

（文書主義の原則） 

第８条 役職員は、文書管理者の指示に従い、本機関における経緯も含めた意思決定に至る

過程並びに本機関の事務及び業務の実績を合理的に跡付け、又は検証することができる

よう、処理に係る事案が軽微なものである場合を除き、文書を作成しなければならない。 

 

（適切・効率的な文書作成） 

第９条 文書の作成に当たって反復利用が可能な様式、資料等の情報については、電子掲示

板等を活用し役職員の利用に供するものとする。 

２ 文書の作成に当たっては、常用漢字表（平成２２年内閣告示第２号）、現代仮名遣い（昭

和６１年内閣告示第１号）、送り仮名の付け方（昭和４８年内閣告示第２号）及び外来語

の表記（平成３年内閣告示第２号）等により、分かりやすい用字用語で的確かつ簡潔に記

載しなければならない。 

３ 作成年月日及び作成部、室は、法人文書ごとに明示する。但し、本機関外に配付するた

めに作成する法人文書については、本機関が作成したものであることを明記する。 

４ 文書の書き方は、左横書きとし、文字は明確に書く。 

 

第４章 整理及び保存 

（役職員の整理義務） 

第１０条 役職員は、次に掲げる整理を行わなければならない。 

一 作成又は取得した法人文書について分類基準表に基づき分類し、名称を付するとと

もに、保存期間及び保存期間の満了する日を設定すること。 

二 相互に密接な関連を有する法人文書（単独で管理することが適当な法人文書を除く。）

を法人文書ファイルにまとめること。 

三 法人文書ファイルについて分類し、名称を付すとともに、保存期間及び保存期間の満

了する日を設定すること。 

 

（分類・名称） 



第１１条 法人文書ファイル等は、本機関の事務及び業務の性質、内容等に応じて系統的に

分類し、分かりやすい名称を付さなければならない。 

 

（法人文書分類基準表） 

第１２条 文書管理者は、各部又は室の保有する法人文書について適切に管理するために、

保存期間基準に基づき、分類基準表を作成し、総括文書管理者に提出する。 

２ 文書管理者は、年１回その他必要と認めるときに分類基準表の見直しを行い、その結果

を総括文書管理者に報告する。 

 

（法人文書の保存期間） 

第１３条 第１０条第１号の法事文書の保存期間は、保存期間基準及び分類管理基準にし

たがって、設定するものとする。なお、法令の規定に保存期間が定められている法人文書

については、当該法令で定められた期間を保存期間とする。 

２ 原本又は原本に代えて保存すべきとされた法人文書以外の法人文書については、その

利用実態に応じて原本よりも短い保存期間を設定することができる。 

３ 文書管理者は、職務の遂行上必要があると認めるときは、第１項に定める保存期間と異

なる保存期間（但し、第１項に定める保存期間を超える期間に限る。）を設定することが

できる。 

４ 法人文書の保存期間の起算日は、法人文書を作成し、又は取得した日（以下「文書作成

取得日」という。）の属する年度の翌年度の４月１日とする。但し、文書作成取得日から

１年以内の日であって４月１日以外の日を起算日とすることが法人文書の適切な管理に

資すると文書管理者が認める場合にあってはその日とする。 

５ 前項の規定は、文書作成取得日において不確定である期間を保存期間とする法人文書

には適用しない。 

 

（法人ファイルの保存期間） 

第１４条 第１０条第３号の法人ファイルの保存期間は、法人ファイルに取りまとめられ

た法人文書の保存期間とする。 

２ 法人文書ファイルにとりまとめられた法人文書の保存期間の起算日については、法人

文書を法人文書ファイルにとりまとめた日（以下「ファイル作成日」という。）のうち最

も早い日の属する年度の翌年度の４月１日とする。但し、ファイル作成日から１年以内の

日であって４月１日以外の日を起算日とすることが法人文書の適切な管理に資すると文

書管理者が認める場合にあってはその日とする。 

３ 前項の規定は、文書作成取得日において不確定である期間を保存期間とする法人文書

がとりまとめられた法人文書ファイルには適用しない。 

 



（保存） 

第１５条 文書管理者は、法人文書ファイル等について、保存期間の満了する日までの間、

適切に保存しなければならない。 

２ 法人文書ファイル等は、組織としての管理が適切に行い得る専用の場所において整然

と保管し、常に所在が明らかであるようにしなければならない。 

 

（集中管理） 

第１６条 本機関は、法人文書ファイル等の集中管理の推進に努めなければならない。 

 

第５章 法人文書ファイル管理簿 

（法人文書ファイル管理簿への記載） 

第１７条 文書管理者は、少なくとも毎年度１回、管理する法人文書ファイル等（保存期間

が１年以上のものに限る。）の現況について、次の各号に掲げる事項を法人文書ファイル

管理簿に記載しなければならない。 

一 分類 

二 名称 

三 保存期間 

四 保存期間の満了する日 

五 保存期間が満了した時の措置 

六 保存場所 

七 法人文書を作成し、又は取得した日（法第１１条第２項の規定に基づき法人文書を一

つの集合物にまとめた場合にあっては、当該集合物に法人文書をまとめた日のうち最

も早い日）の属する年度その他これに準ずる期間 

八 前号の日における文書管理者 

九 保存期間の起算日 

十 媒体の種別 

十一 法人文書ファイル等に係る文書管理者 

２ 前項の記載に当たっては、記載すべき事項が本機関の情報開示規程第５条第１項各号

に規定する不開示情報に該当する場合には、当該不開示情報を明示しないようにしなけ

ればならない。 

 

（法人文書ファイル管理簿の調製及び公表） 

第１８条 総括文書管理者は、本機関の法人文書ファイル管理簿について、磁気ディスクを

もって調製する。 

２ 法人文書ファイル管理簿は、あらかじめ定めた事務所に備えて一般の閲覧に供すると

ともに、インターネットで公表する。 



３ 法人文書ファイル管理簿を一般の閲覧に供する事務所を定め、又は変更した場合には、

当該事務所の場所を本機関の業務規程に定める方法で公告することとする。 

 

第６章 廃棄又は保存期間の延長 

（保存期間が満了したときの措置） 

第１９条 文書管理者は、総括文書管理者の指示に従い、保存期間が満了した法人文書ファ

イル等について、廃棄しなければならない。 

２ 文書管理者は、廃棄を行うとき、当該法人文書ファイル等に関する法人文書ファイル管

理簿の記載を削除するとともに、名称その他の必要な事項について、廃棄簿に記載しなけ

ればならない。 

３ 文書管理者は、第 1項の規定により法人文書ファイル等を廃棄するときは、当該法人文

書ファイル等の内容が漏洩しないよう細断処分、電磁的記録の消去その他法人文書ファ

イル等に応じた適切な措置を講じなければならない。 

 

（保存期間の延長） 

第２０条 文書管理者は、保存期間が満了した法人文書ファイル等について、職務遂行上必

要があると認めるときは、一定の期間を定めて当該保存期間を延長することができる。延

長した保存期間が満了した場合においても同様とする 

２ 次の各号に掲げる法人文書ファイル等については、前項の規定にかかわらず、保存期間

の満了する日後においても、各号の区分に応じて定める期間が経過する日までの間、保存

期間を延長する。この場合において、各号のいずれかに該当する法人文書が他の区分にも

該当するときは、それぞれの期間が経過する日のいずれか遅い日までの間保存する。 

一 現に監査又は検査その他電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）における報告又は

資料の提出等の対象になっているもの 当該監査又は検査等、その他当該行為が終了

するまでの間  

二 現に係属している訴訟における手続上の行為をするために必要とされるもの 当該

訴訟が終結するまでの間 

三 現に係属している不利益処分における手続上の行為をするために必要とされるもの 

当該手続開始の日の翌日から起算して１年間 

四 現に係属している裁判外紛争解決手続上の行為をするために必要とされるもの 当

該手続が終結するまでの間 

五 情報開示請求に係る手続きにおいて必要なもの 本機関における情報開示規程第１

０条の決定の日の翌日から起算して１年間 

 

第７章 点検及び管理等 

（点検・監査） 



第２１条 文書管理者は、自ら管理責任を有する法人文書の管理状況について、少なくとも

毎年度１回、点検を行い、その結果を総括文書管理者に報告する。 

２ 総括文書管理者は、必要があると認めるときは、文書管理者に対し、各部・各室におけ

る法人文書の管理状況について点検を行うことを命じることができる。この場合におい

て、文書管理者は、速やかに点検を実施し、遅滞なく、その結果を総括文書管理者に報告

しなければならない。 

３ 監査責任者は、法人文書の管理状況について、少なくとも毎年度１回、監査を行い、そ

の結果を総括文書管理者に報告しなければならない。 

４ 総括文書管理者は、前各項の点検又は監査の結果等を踏まえ、法人文書の管理について

必要な措置を講ずる。 

 

（紛失等への対応） 

第２２条 文書管理者は、法人文書ファイル等の紛失及び誤廃棄が明らかとなった場合は、

直ちに総括文書管理者に報告しなければならない。 

２ 総括文書管理者は、前項の報告を受けたときは、速やかに被害の拡大防止等のために必

要な措置を講ずる。 

 

第８章 研修 

（研修の実施） 

第２３条 総括文書管理者は、役職員に対し、法人文書の管理を適正かつ効果的に行うため

に必要な知識及び技能を習得・向上させるために必要な研修を行う。 

 

（研修への参加） 

第２４条 役職員は、本機関内外で実施される文書管理に関する研修に積極的に参加する。 

 

第９章 補則 

（関係法令との調整） 

第２５条 法令その他規程等により、法人文書の分類、作成、保存、廃棄その他の法人文書

の管理に関する事項について特別の定めが設けられている場合においては、当該事項に

ついては、当該法令等の定めるところによる。 

 

 

附則 

本規程は、平成２７年４月１日より施行する。 

 

附則（平成２８年４月６日） 



 本規程は、平成２８年４月６日より施行し、平成２８年４月１日に遡って適用する。 

 

附則（２０２１年７月１日） 

 本規程は、２０２１年７月１日より施行する。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別表 法人文書の保存期間基準） 

 

事項 業務の区分 
当該業務に係る 
法人文書の類型 

保存 
期間 

具体例 

１ 
組織の設立又は
改廃及びその経
緯に関する事項 

組織の存立に関
する重要な経緯 

設立又は改廃に
係る登記、財産的
基礎に関する文
書 無 

期限 

・設立の登記に関す
る登記申請書及び
その添付資料 

・会員の入会届出書
等 

２ 
規程の制定又は
改廃及びその経
緯に関する事項 

制定又は改廃 
規程の制定又は
改廃のために関
する文書 

・定款、業務規程等の
決裁文書（総会、理
事会等の議事録、稟
議書等）等 

３ 

法令の規定に基
づく主務大臣等
の認可、承認の
求め、届出等及
びその経緯に関
する事項 

法令の規定に基
づく主務大臣等
の認可、承認の求
め、届出等及びそ
の経緯に関する
業務 

認可、承認の求
め、届出等を行う
ための決裁文書
及び提出した文
書 

無 
期限 

・認可申請書及びそ
の添付資料 

・認可申請等に関す
る決裁文書（総会、
理事会等の議事録、
稟議書等）等 

認可、承認、通知
等に関する文書 

・認可書等 

４ 
業務運営の方針
等の審議に関す
る事項 

業務運営の方針
等の審議及び決
定又は了解に関
する立案の検討
その他重要な経
緯 

立案基礎文書 

１０
年 

・事業計画書等 

立案の検討に関
する調査研究文
書 

・調査・検討に利用し
た資料等 

機関内の会議に
検討のため資料
として提出され
た文書 

・総会、理事会等の配
布資料等 

決定又は了解の
内容が記録され
た文書 

・業務運営の方針決
定等に関する決裁
文書（総会、理事会
等の議事録、稟議書
等）等 

５ 
職員の人事に関
する事項 

人事に関する業
務 

役職員の任免に
関する文書等 

無期
限 

・役員の任免又は解
任及びその認可申
請に関する決裁文
書（総会、理事会等
の議事録、稟議書
等） 

・職員の採用及び退
職並びに表彰及び
懲戒に関する文書
等 

職員の任免及び
異動に関する文
書等 

１０
年 

・出向依頼書 
・出向協定書 
・出向協定書等の締
結に関する決裁文
書（稟議書等）等 

研修等に関する
文書等 

３年 

・新規採用者研修に
関する文書 

・外部委託研修に関
する文書等 



事項 業務の区分 
当該業務に係る 
法人文書の類型 

保存 
期間 

具体例 

人事評価に関す
る業務 

人事評価に関す
る文書等 

５年 
 

・人事評価表 
・人事評価・変更書類
等 

労務等に関する
業務 

労務に関する文
書 

・労働基準監督署に
提出し、又は、労働
基準監督署から受
領した資料 

・労働災害に関係す
る資料等 

退職手当の支給
に関する重要な
経緯 

退職手当の支給
に関する決定の
内容が記録され
た文書及び当該
決定に至る過程
が記録された文
書 

・退職届 
・退職手当金等支払
調書等 

６ 
経理、資金に関
する事項 

経理に関する業
務 

認可予算等に関
する書類並びに
その作成の基礎
となった意思決
定及び当該意思
決定に至る過程
が記録された文
書 

１０
年 

・会計伝票 
・残高試算表等 

資金に関する業
務 

会費、特別会費、
剰余金に関する
文書 

１０
年 

・会費計算書 
・資金調達に関する
文書等 

７ 
文書管理に関す
る事項 

文書管理に関す
る業務 

文書管理に関す
る業務のうち、常
時利用するもの
として継続的に
保存する文書 

無期
限 

・法人文書ファイル
管理簿等 

８ その他  
法人文書のうち
１年以上の保存
を要さないもの 

１年
未満 

 

備考 
１ 本表において、「決裁文書」とは、機関の意志決定の権限を有する者が押印、署名又はこ
れらに類する行為を行うことにより、その内容を機関の意志として決定し、又は確認した法
人文書をいう。 

２ 本表に定めのない法人文書については、文書管理者が、本表の保存期間を考慮の上、事務
及び業務の性質、内容等に応じた保存期間を定めるものとする。 

３ 国の法令、政省令等により本表とは異なる保存期間が定められている場合には、本機関
は、当該国の法令、政省令等にしたがって、法人文書を保存するものとする。 

 

 

 


